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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 
第33期 

第３四半期 
連結累計期間 

会計期間 
自  2021年４月１日 
至  2021年12月31日 

売上高 (千円) 11,770,939 

経常利益 (千円) 2,096,159 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

(千円) 1,261,029 

四半期包括利益 (千円) 1,244,826 

純資産額 (千円) 7,732,809 

総資産額 (千円) 37,214,519 

１株当たり四半期純利益 (円) 236.77 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

(円) － 

自己資本比率 (％) 20.8 

  

回次 
第33期 

第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  2021年10月１日 
至  2021年12月31日 

１株当たり四半期純利益 (円) 166.50 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．第33期第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表について、株式会社東京取引証券所の有価証券上場規程

第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、仰星監査法人により四半

期レビューを受けております。 
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２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

 

１ 【事業等のリスク】 

該当事項はありません。 

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

（1）財政状態及び経営成績の状況 

 経営成績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルスのワクチン接種が進み、また、９月には

緊急事態宣言が解除されたことから、企業の景況感に改善傾向がみられ、サービス消費が持ち直すなど、少しずつ経

済活動と景気回復の動きが見られました。しかし足元では、変異株の発生による急激な感染拡大が再発しており、依

然として先行きは不透明な状況であります。 

不動産業界においては、引き続く金融緩和と低金利環境を背景として、居住用不動産の販売状況は堅調に推移して

おりますが、インバウンド需要の消失によりホテルや都市部の商業ビルなどの一部は厳しい運営状況が続いておりま

す。 

このような環境の中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高11,770,939千円、営業利益

2,328,018千円、経常利益2,096,159千円、親会社株主に帰属する四半期純利益1,261,029千円となりました。 

 

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

①不動産開発・賃貸事業 

 当セグメントにおきましては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う経済の停滞により一部テナントビル等にお

いて、前期に引き続き賃料の減免措置などを実施しております。また、2021年12月に埼玉県所沢市の賃貸等不動産

を購入しました。これらの結果、セグメント売上としては、1,805,696千円、セグメント利益614,638千円となりま

した。 

 

②不動産開発・販売事業 

 当セグメントにおきましては、京都市南区久世殿橋町の物流施設跡地の販売及び和歌山県和歌山市吐前の産業用

地の引渡しを行い、堅調に推移しました。これらの結果により、セグメント売上としては、5,249,011千円、セグ

メント利益1,870,547千円となりました。 

 

③マンション事業 

 当セグメントにおきましては、マンション在庫39戸（ユニハイム鳳ソレイユ25戸、ユニハイム高田本郷14戸）の

引渡し及び竣工した新規分譲マンション97戸（ユニハイム住之江公園64戸、ユニハイム枚方牧野33戸）の引渡しを

行い、セグメント売上としては、4,510,918千円、セグメント利益195,143千円となりました。 

 

④その他の事業 

 当セグメントにおきましては、主にレジャー事業に関して、上期においては昨年より続いておりました新型コロ

ナウイルスの感染拡大による影響による減収が落ち着き、徐々に客足も戻りつつ回復傾向にありましたが、変異株

の発生の影響により、予断を許さない状況となりました。また、介護サービス利用者の需要は底堅く、シニア事業

は堅調に進捗しています。結果として、セグメント売上としては、205,313千円、セグメント利益67,066千円とな

りました。 

 

 財政状態の状況 

（資産の部） 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて 1,129,553千円減少し、

37,214,519千円となりました。その主な要因は、売掛金が329,955千円増加した一方で、借入金の返済及び買掛金
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の支払い等により現金及び預金が1,841,783千円減少したこと及び棚卸資産が80,715千円減少したこと並びに有形

固定資産が431,703千円減少したことによるものであります。 
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（負債の部） 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて 2,347,749千円減少し、

29,481,709千円となりました。その主な要因は、未払法人税等が695,374千円増加した一方で、支払手形及び買掛

金が2,771,704千円減少したこと及び借入金が568,306千円減少したことによるものです。 

 

（純資産の部） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,218,196千円増加し、

7,732,809千円となりました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益1,218,196千円の計上等に伴い、

利益剰余金が増加したことによるものであります。 

 

（2）経営方針・経営戦略等 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はありま

せん。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（4）研究開発事項  

  該当事項はありません。 

 

（5）主要な設備 

  当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に関する著しい変動はありません。 

 

（6）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。 

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 21,300,000 

計 21,300,000 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(2021年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2022年３月２日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 5,326,000 5,326,000 非上場 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。 

計 5,326,000 5,326,000 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

② 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

2021年12月31日 ― 5,326,000 ― 45,000 ― ― 

 

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

     2021年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― 
 

― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― 
 

― 

議決権制限株式(その他) ― ― 
 

― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― 
 

― 

完全議決権株式(その他) 
 普通株式 

5,326,000 
53,260 

 
― 

単元未満株式 ― ― 
 

― 

発行済株式総数 5,326,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 53,260 ― 

 

② 【自己株式等】 

  該当事項はありません。 
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２ 【役員の状況】 

 該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第

１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間

(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを

受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結会計期間 

(2021年12月31日) 

資産の部  

  流動資産  

現金及び預金 1,757,272 

売掛金 375,804 

販売用不動産 5,104,216 

仕掛販売用不動産 10,973,491 

その他 857,150 

貸倒引当金 △5,295 

流動資産合計 19,062,639 

  固定資産  

    有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 6,063,181 

土地 10,406,454 

その他（純額） 141,168 

有形固定資産合計 16,610,805 

    無形固定資産 282,565 

    投資その他の資産 1,258,509 

    固定資産合計 18,151,880 

  資産合計 37,214,519 

 



―14― 

 
 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結会計期間 

(2021年12月31日) 

負債の部  

  流動負債  

支払手形及び買掛金 399,090 

短期借入金 3,679,062 

1年内返済予定の長期借入金 5,898,723 

未払法人税等 743,649 

賞与引当金 18,720 

その他 1,010,523 

流動負債合計 11,749,769 

  固定負債  

社債 540,000 

長期借入金 14,694,186 

退職給付に係る負債 52,492 

資産除去債務 102,363 

その他 2,342,897 

固定負債合計 17,731,940 

負債合計 29,481,709 

純資産の部  

  株主資本  

資本金 45,000 

利益剰余金 7,717,955 

株主資本合計 7,762,955 

  その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 △6,491 

土地再評価差額金 △23,654 

その他の包括利益累計額合計 △30,145 

純資産合計 7,732,809 

負債純資産合計 37,214,519 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年12月31日) 

  売上高 11,770,939 

  売上原価 7,764,260 

  売上総利益 4,006,678 

  販売費及び一般管理費 1,678,660 

  営業利益 2,328,018 

  営業外収益  

受取利息 346 

受取配当金 4,399 

受取保険料 37,554 

その他 42,169 

営業外収益合計 84,470 

  営業外費用  

支払利息 269,420 

その他 46,908 

営業外費用合計 316,328 

経常利益 2,096,159 

  特別利益  

固定資産売却益 6,154 

特別利益合計 6,154 

  特別損失  

固定資産除却損 65,739 

減損損失 66,272 

特別損失合計 132,011 

税金等調整前四半期純利益 1,970,303 

法人税、住民税及び事業税 834,310 

法人税等調整額 △125,036 

法人税等合計 709,273 

四半期純利益 1,261,029 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,261,029 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年12月31日) 

  四半期純利益 1,261,029 

  その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △16,203 

その他の包括利益合計 △16,203 

四半期包括利益 1,244,826 

    (内訳)  

親会社株主に係る四半期包括利益 1,244,826 

非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自  2021年４月１日  至 2021年12月31日) 

(収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、収益認識会計基準

等の適用による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。 

 
 
 

(追加情報) 

 （新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り） 

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関す

る仮定について、重要な変更はありません。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  2021年４月１日 
至  2021年12月31日) 

減価償却費 379,806千円 

のれんの償却額 26,726 〃 
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日） 

 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2021年６月28日
定時株主総会 

普通株式 26,630 ５ 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自  2021年４月１日  至  2021年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  （単位：千円） 

 
報告セグメント 

その他 
(注) 

合計 不動産開発・ 
賃貸事業 

不動産開発・ 
販売事業 

マンション 
事業 

計 

売上高       

 外部顧客への売上高 1,805,696 5,249,011 4,510,918 11,565,625 205,313 11,770,939 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 1,805,696 5,249,011 4,510,918 11,565,625 205,313 11,770,939 

セグメント利益 614,638 1,870,547 195,143 2,680,330 67,066 2,747,397 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護事業、飲食事業、損害保険代理店

業、不動産管理事業等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

 （単位：千円） 

利益 金額 

報告セグメント計 2,680,330 

「その他」の区分の利益 67,066 

全社費用（注） △419,378 

四半期連結損益計算書の営業利益 2,328,018 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 「不動産開発・賃貸事業」においてのれんの減損損失の発生により、減損損失66,272千円を計上しております。 
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(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日) 

     （単位：千円） 

 

報告セグメント 

その他 
(注)２ 

合計 不動産 
開発・ 
賃貸事業 
(注)１ 

不動産 
開発・ 
販売事業 

マンション 
事業 

計 

 売上高       

 大阪 339,898 ― 4,140,351 4,480,250 590 4,480,840 

 和歌山 821,064 1,861,151 ― 2,682,215 204,723 2,886,939 

 兵庫 117,253 1,160,659 ― 1,277,913 ― 1,277,913 

 その他(注)３ 527,479 2,227,200 370,566 3,125,246 ― 3,125,246 

 顧客との契約から 

 生じる収益 
1,805,696 5,249,011 4,510,918 11,565,625 205,313 11,770,939 

 外部顧客への売上高 1,805,696 5,249,011 4,510,918 11,565,625 205,313 11,770,939 

(注)１． ほとんどが賃貸借契約に基づくリース収益でありますが、顧客との契約から生じる収益に含めて記載してお

ります。 

  ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護事業、飲食事業、損害保険代理

店業等を含んでおります。 

   ３．「その他」に属する主な地域は奈良、滋賀、京都等であります。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自  2021年４月１日 
至  2021年12月31日) 

１株当たり四半期純利益 236円77銭 

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 1,261,029 

普通株主に帰属しない金額(千円) － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千
円) 

1,261,029 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,326,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要 

－ 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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